
 
平成１６年３月期  個別中間財務諸表の概要             平成１５年１０月３０日 

 
 
上 場 会 社 名 大同特殊鋼株式会社         上場取引所    東、大、名 
コ ー ド 番 号 ５４７１                   本社所在都道府県 愛知県 
(ＵＲＬ http://www.daido.co.jp/) 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 髙山  剛 
問合せ責任者 役職名 総 務 部 長 氏名 川崎 常次 ＴＥＬ（０５２）２０１－５１１２ 
決算取締役会開催日 平成１５年１０月３０日          中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日 平成１５年１２月１０日         単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 
 
 
１．１５年９月中間期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 
（１）経営成績               （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

       百万円    ％       百万円    ％       百万円    ％
１５年９月中間期  １０３，７２５   ２．８    ２，３０２    ―    ２，１９４    ― 
１４年９月中間期  １００，９２３ △ １．４  △ １，０３４    ―  △ １，８８０    ― 

１ ５ 年 ３ 月 期  ２０８，２１１      １７４   △ １，６００  

 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

 

       百万円    ％         円    銭  
１５年９月中間期    １，３６６    ―       ３   １５  
１４年９月中間期  △ １，５４９    ―   △   ３   ５８  

１ ５ 年 ３ 月 期  △１２，８６７    △  ２９   ６８  

(注)①期中平均株式数 15年9月中間期 434,316,831株  14年9月中間期 432,675,439株  15年3月期 433,520,641株 

  ②会計処理の方法の変更  無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
（２）配当状況 

 １ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

 

      円   銭      円   銭  

１５年９月中間期    １  ００   

１４年９月中間期    １  ００   

１ ５ 年 ３ 月 期     １  ００  

 
（３）財政状態 

 総  資  産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

        百万円        百万円          ％      円   銭
１５年９月中間期   ２６９，５７９    ９７，５７１     ３６．２   ２２４  ６６ 
１４年９月中間期   ２４５，６４２   １０２，７０３     ４１．８   ２３７  ３８ 

１ ５ 年 ３ 月 期   ２６５，２０９    ９３，００５     ３５．１   ２１４  １４ 

(注)①期末発行済株式数 15年9月中間期 434,308,815株 14年9月中間期 432,655,251株 15年3月期 434,322,875株 

  ②期末自己株式   15年9月中間期   178,878株 14年9月中間期    57,103株 15年3月期   164,818株 

 
 

 ２．１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
１株当たり年間配当金 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 

期  末 
      百万円      百万円      百万円    円  銭    円  銭 

通   期 ２１３，０００   ４，５００   ３，０００   １ ００   ２ ００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ６円９１銭 
 

 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によっては異なる業績結果 

 となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信(連結)の添付資料５ページをご参照下さい。 

http://www.daido.co.jp/
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１．個 別 財 務 諸 表 等 

 

 

  （１）セグメント別売上高 

                                       （単位：金額 百万円） 

当 中 間 期 

自平成15年4月 1日 

至平成15年9月30日 

前 中 間 期 

自平成14年4月 1日

至平成14年9月30日

 

増   減 

前   期 

自平成14年4月 1日

至平成15年3月31日

期 別 

 

 

 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ別 金   額 金   額 金  額 金   額 

特 殊 鋼 鋼 材 
(635,719) 

66,051 

(625,789) 

61,691 

( 9,930) 

4,359 

(1,276,622) 

126,902 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材料 10,719 9,965 754 20,242 

自動車部品・ 

産業機械部品 
20,112 18,863 1,249 38,085 

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝｸﾞ 4,223 7,765 △ 3,541 17,329 

新  素  材 2,618 2,638 △   19  5,651 

計 103,725 100,923 2,801 208,211 

 

うち輸出高 

（輸出比率） 

13,491 

(13.0%) 

13,840 

(13.7%) 

△  349 

(△0.7%) 

26,375 

(12.7%) 

  （注）鋼材（ ）内は重量でトン。 
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 （２）中間損益計算書 

                                         （単位：百万円） 

 

科   目 

当 中 間 期 

自平成15年4月 1日

至平成15年9月30日

前 中 間 期 

自平成14年4月 1日

至平成14年9月30日

 

増  減 

前   期 

自平成14年4月1日

至平成15年3月31日 

（経常損益の部） 

営 業 損 益 

営 業 収 益 

売 上 高 

営 業 費 用 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 損 益 

営業外収益 

受取利息及び配当金 

その他の営業外収益 

計 

営業外費用 

支 払 利 息 

その他の営業外費用 

計 

１０３，７２５

８９，０５３

１２，３６９

２，３０２

９６３

３４５

１，３０８

６６２

７５３

１，４１６

１００，９２３

８７，６０１

１４，３５７

△    １，０３４

５９２

１６９

７６２

６５６

９５１

１，６０８

 

 

 

２，８０１ 

 

１，４５２ 

△ １，９８７ 

３，３３６ 

 

 

３７０ 

１７５ 

５４６ 

 

６ 

△   １９８ 

△   １９２ 

２０８，２１１

１８１，００７

２７，０２９

１７４

９４６

３２９

１，２７６

１，２７８

１，７７１

３，０５０

経  常  利  益 ２，１９４ △    １，８８０ ４，０７５ △    １，６００

（特別損益の部） 

特 別 利 益 

子 会 社 株 式 売 却 益 

投資有価証券売却益 

固 定 資 産 売 却 益 

そ の 他 の 特 別 利 益 

計 

特 別 損 失 

特 別 退 職 金 

事業再構築に伴う損失 

子 会 社 株 式 評 価 損 

投資有価証券等評価損 

投資有価証券売却損 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 

そ の 他 の 特 別 損 失 

計 

１，１５８

１９

１０６

２

１，２８５

１，０６７

２８６

５

１０

―

―

５

１，３７４

―

４１

―

―

４１

７７６

―

７６

３７

―

―

―

８９０

 

 

１，１５８ 

△    ２２ 

１０６ 

２ 

１，２４３ 

 

２９０ 

２８６ 

△    ７１ 

△    ２７ 

― 

― 

５ 

４８４ 

―

５６

―

１８

７４

５，４６９

５２８

１，６４５

７，０９７

７

４３７

３４８

１５，５３２

税引前中間(当期)純利益 ２，１０５ △    ２，７２８ ４，８３４ △   １７，０５８

法人税、住民税及び事業税 

 法 人 税 等 調 整 額 

２３

７１６

２３

△    １，２０１

― 

１，９１８ 

４６

△    ４，２３６

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １，３６６ △    １，５４９ ２，９１５ △   １２，８６７

前 期 繰 越 利 益 ５，３３４ ４，６３７ ６９７ ４，６３７

利 益 準 備 金 取 崩 額 ６，４２３ ― ６，４２３ ―

中 間 配 当 額 ― ― ― ４３２

中間（当期）未処分利益 １３，１２４ ３，０８７ １０，０３７ △    ８，６６３
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  （３）中間貸借対照表 

                                         （単位：百万円） 

科   目 
当中間期末 

(平成15年9月30日現在)

前 期 末 

(平成15年3月31日現在)

増  減 
前中間期末 

(平成14年9月30日現在)

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

当 座 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

その他当座資産

貸 倒 引 当 金

棚 卸 資 産 

製品、半製品 

    及び仕掛品

 原材料及び貯蔵品

 

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物

機 械 装 置

車両運搬具及び 

   工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 

投  資  等 

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

  １１４，９０６

   ７１，５３５

４，４９０

３，３０１

３９，９８７

１，３０５

２２，４５１

△       １

   ４３，３７０

３１，６６７

１１，７０２

  １５４，６７３

   ９７，３５８

２６，８７４

５５，１４８

２，０９９

１０，７５６

２，４７９

      ２５０

   ５７，０６３

２８，７１７

１５，５３９

１，０５９

１２，９８２

△   １，２３５

  １１４，１７９

   ７４，２３０

   ４，８５１

    ２，６７２

   ４３，６９４

    １，１１６

２１，８９７

△       １

   ３９，９４９

   ３０，１６２

   ９，７８６

  １５１，０２９

   ９９，１８５

   ２６，６７５

   ５６，９９０

    ２，２００

   １０，７５９

    ２，５５９

      ２２２

   ５１，６２２

２３，２１８

１３，９４０

４，１１８

１１，５８２

△   １，２３７

 

      ７２６ 

△   ２，６９５ 

△     ３６１ 

６２９ 

△   ３，７０６ 

１８９ 

５５３ 

― 

    ３，４２１ 

 
１，５０４ 

 

１，９１６ 

 

 

    ３，６４３ 

△   １，８２６ 

１９８ 

△   １，８４２ 

 
△     １００ 

 

△       ２ 

△      ７９ 

       ２８ 

    ５，４４１ 

５，４９９ 

１，５９８ 

△   ３，０５８ 

１，４００ 

２ 

   ９２，７３４

   ５５，２９９

    ３，９２０

    ２，８１４

   ４０，１５３

    １，２０４

    ７，４２７

△     ２２１

   ３７，４３５

   ２８，４５５

   ８，９７９

  １５２，９０８

  １０２，０８２

   ２７，１８８

   ５９，２５１

    ２，３４６

   １０，７５５

    ２，５４０

      ２０４

   ５０，６２１

２７，１８７

１４，２７６

    ２，０１６

    ７，８２３

△     ６８３

資 産 合 計 ２６９，５７９   ２６５，２０９ ４，３６９   ２４５，６４２
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                                         （単位：百万円） 

科   目 
当中間期末 

(平成15年9月30日現在)

前 期 末 

(平成15年3月31日現在)

増  減 
前中間期末 

(平成14年9月30日現在)

（負 債 の 部） 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

コマーシャルペーパ

ー 

一年内償還の転換社

債 

その他流動負債

固 定 負 債 

社 債

転 換 社 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

その他固定負債

負 債 合 計 

 

（資 本 の 部） 

資  本  金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金

特別償却準備金

圧縮記帳積立金

別 途 積 立 金

当期未処分利益

 

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

資 本 合 計 

  １２９，７６３

７，６９８

２４，８２４

３７，３６０

１２，０００

３６，３９３

１１，４８７

   ４２，２４４

３，０００

―

３８，５００

６６９

７４

１７２，００８

   ３７，１７２

   ２８，６８２

９，２９３

１９，３８９

   ２６，０４２

―

３７９

２，５３８

１０，０００

１３，１２４

（  １，３６６）

    ５，７０５

△      ３２

９７，５７１

   ９１，６９０

    ８，７４８

   ２８，６４９

   ３５，２９０

７，０００

―

１２，００２

   ８０，５１３

３，０００

   ３６，３９３

  ４０，０００

１，０４６

       ７４

  １７２，２０４

   ３７，１７２

   ２８，６８２

   ２８，６８２

―

   ２４，６７６

    ６，４２３

       ４５７

    ２，７５８

   ２３，７００

△   ８，６６３

（△ １２，８６７）

    ２，５０２

△      ２８

９３，００５

 

   ３８，０７２ 

△   １，０５０ 

△   ３，８２４ 

２，０７０ 

５，０００ 

３６，３９３ 

△     ５１５ 

△  ３８，２６８ 

― 

△  ３６，３９３ 

△   １，５００ 

△     ３７６ 

０ 

△     １９６ 

 

 

        ― 

        ０ 

△  １９，３８９ 

１９，３８９ 

    １，３６６ 

△   ６，４２３ 

△      ７８ 

△     ２１９ 

△  １３，７００ 

２１，７８７ 

（１４，２３４） 

    ３，２０３ 

△       ３ 

４，５６６ 

   ８３，２７２

    ８，１３９

   ２３，９３０

   ３３，５８５

５，０００

５８４

   １２，０３３

   ５９，６６６

―

   ３７，０４３

  １７，０００

    ５，５４５

       ７７

  １４２，９３８

   ３７，１７２

   ２８，０２５

   ２８，０２５

―

   ３６，４２７

    ６，４２３

      ４５７

    ２，７５８

   ２３，７００

    ３，０８７

（△ １，５４９）

    １，０９１

△      １３

  １０２，７０３

 負債及び資本合計 ２６９，５７９   ２６５，２０９ ４，３６９   ２４５，６４２

 

(うち中間(当期)純利益)
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中間財務諸表作成のための基本となる事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
 (1)有 価 証 券 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
           その他有価証券 
           時価のあるもの…………………中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                         (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却 
                          原価は移動平均法により算定しております。) 
           時価のないもの…………………移動平均法による原価法 
 (2)棚 卸 資 産 製品・半製品・仕掛品……………総平均法による原価法 
          原材料・貯蔵品……………………移動平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産････定率法によっております。 
           ただし、知多工場、知多型鍛造工場、知多帯鋼工場については、定額法によ 
           っております。 
            また、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については、 
           定額法によっております。 
            なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
              建 物   3～50 年 
              機 械 装 置   4～17 年 
 (2)無形固定資産････定額法によっております。 
            なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年) 
           に基づいております。 
 (3)長期前払費用････均等償却によっております。 
 
３．重要な引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金･･････債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 
           貸倒懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性を勘案し、回収不能見 
           込額を計上しております。 
 (2)退職給付引当金･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産 
           の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上し 
           ております。 
           数理計算上の差異は、10 年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌 
           期から費用処理しております。 
 
４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処 
理しております。 
 

５．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 
 は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

６．重要なヘッジ会計の方法 
  (1)ヘッジ会計の方法････････金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理に 

よっております。 
  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象･･当中間期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と、ヘッジ対象は以下のと 

おりであります。 
                  ヘッジ手段…………金利スワップ 
                  ヘッジ対象…………借入金 
  (3)ヘッジ方針･･････････････金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 
  (4)ヘッジ有効性評価の方法･･金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を省 

略しております。 
 
７．収益の計上基準 
  長期・大型の請負工事（工期 1 年超・請負金額 10 億円以上）については、工事進行基準を採用して 
 おります。 
 
８．その他財務諸表作成のための重要な事項 
 消費税等の会計処理 
  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
  なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 
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中間財務諸表の注記事項 

 

   当中間期  前    期    前中間期 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額  245,709百万円 241,285百万円  237,972百万円

 

２．偶発債務 

   保 証 債 務 

   ( )内は、当社負担分を示し内数。 
 

   手形債権流動化に伴う買戻し義務額 

 

5,510百万円

(1,228百万円)
 

196百万円

 

6,012百万円 

(1,363百万円)
 

501百万円 

 

7,324百万円

(2,341百万円)
 

297百万円

 

３．発行済株式数の増加 

   発 行 形 態 

   発 行 株 式 数 

   発 行 価 格（総額） 

   資 本 組 入 額 

－

 

株式交換 

1,775,339株 

656百万円 

－ 

 

－

 

４．自己株式 

 

178,878株

32百万円

164,818株 

28百万円 

 57,103株

13百万円

 

５．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  
 

 貸借対照表計上額 2,060 百万円 2,060 百万円 2,060 百万円

子会社株式 時      価 2,288 百万円 1,877 百万円 1,877 百万円

 差      額 228 百万円 △182 百万円 △182 百万円

 貸借対照表計上額 1,722 百万円 1,722 百万円 1,722 百万円

関連会社株式 時      価 1,058 百万円 616 百万円 836 百万円

 差      額 △664 百万円 △1,105 百万円 △886 百万円

 

６．重要な後発事象  
 
  (1)無担保普通社債の発行 
    平成 15 年 8 月 29 日開催の取締役会において、普通社債発行を決議し、平成 15 年 10 月 23 日に 
   下記のとおり発行いたしました。 

 第４回無担保普通社債 第５回無担保普通社債 

発 行 価 額 額面 100 円につき金 100 円 額面 100 円につき金 100 円 

発 行 総 額 5,000 百万円 5,000 百万円 

発 行 時 期 平成 15 年 10 月 23 日 平成 15 年 10 月 23 日 

利 率 年 1.13％ 年 1.83％ 

償 還 方 法 満期一括償還（買入消却可） 満期一括償還（買入消却可） 

償 還 期 限 平成 20 年 10 月 23 日 平成 22 年 10 月 22 日 

担 保 の 内 容 本社債には物上担保および保証は付さ

れておらず、また本社債のために特に

留保されている資産はありません。 

本社債には物上担保および保証は付さ

れておらず、また本社債のために特に

留保されている資産はありません。 

資 金 の 使 途 第 3 回転換社債の償還資金 第 3 回転換社債の償還資金 

 



 7

 

  (2)日本精線株式会社の株式取得 

    平成 15 年 10 月 28 日開催の取締役会において、日本冶金工業株式会社が保有する日本精線株式 

   会社の株式を取得することを決議いたしました。 

    今回の株式取得は、長年にわたり形成された当社と日本精線株式会社の技術交流土壌をさらに強 

   固なものとし、同時に当社の子会社である大同ステンレス株式会社との協力関係を構築することで、 

   グループとしてステンレス鋼線事業をより一層発展させることが目的であります。 
 

株式取得の相手会社の名称 日本冶金工業株式会社 

取得する会社の名称等 名  称：日本精線株式会社 

 事業内容：ステンレス鋼線、金属繊維などの製造・ 

     販売 

 資 本 金：4,062 百万円 

取 得 時 期 関連する法令等の条件を満たした時点で取得 

取 得 す る 株 式 の 数 9,250 千株 

取 得 価 額 3,238 百万円 

取 得 後 の 議 決 権 比 率  33.3％ 

 


